












　消費税増税は、想定以上に影響が大
きかった。経済全体で考えれば、賃金も
上昇し始めるなど、アベノミクスは非常に
大きな効果があったわけですが、消費税
増税で可処分所得が下がり、経済が低
調となったことが背景にあります。
　景気動向指数で見ると、日本経済は
2014年2月から景気後退局面に入ってい
ます。日本経済にとっての一番のリスクシ
ナリオは、消費税増税による景気悪化を
受けて、アベノミクスも一括りにして否定し
てしまうことです。グローバルスタンダード
の政策であるアベノミクスが否定されて

油輸入価格が3兆円下がります。天然ガ
ス価格も連動して下落しますので、日本
が海外に支払う金額で約5兆円減る効
果があります。先送りされた消費税2％分
とほぼ同じ金額です。
　日銀の金融緩和で長期金利が下が
り、住宅ローン固定金利も下落していま
す。変動金利が連動する政策金利の上
昇は当面先になるでしょうから、住宅ローン
金利は当面低水準が続くと思います。上
昇する時期は、17年4月の消費税増税
が予定通り実施されるとすると、早くて同年
後半からになる可能性が高いでしょう。
　良い意味でのリスクシナリオとしては、
好調過ぎてバブルになる可能性もありえ
ます。景気後退、積極的な金融・財政政
策、原油価格の下落など、足元の経済
状況が1980年代後半のバブル期と非
常によく似ています。ただ、あくまでもマイル
ドな景気回復がメインシナリオです。

元の経済政策に戻ることがあれば、日本
は財政破たんするでしょう。
　15年の日本経済は、円安による資材コ
スト上昇というネガティブな側面もあるもの
の、プラスの面が大きくなってくるでしょう。
個人消費は落ち込んでいるものの、足元
では設備投資と輸出が好転してきている
データが出ています。さらに、経済対策と
原油安も追い風になると思います。14年
夏からの原油価格の下落で、日本の原
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　昨年6月の宅地建物取引業の改正にともない、従来の「宅地建物取引主任者」の名称が「宅地建物取引
士」に変更となりました。名称変更以外にどういった点が変わったのでしょうか。

主任者から取引士へ、宅建業法改正で何が変わった！？

流 通 子 の 不 動 産 奮 闘 日 記
ながれ みち こ

マンガ／ヤマモトマナブ

第 回12
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プロとしての高い職業倫理が求められる
　今回の「宅地建物取引業法の一部を改正する法律」（平成
26年6月25日公布、平成27年4月1日施行）は、宅地建物の安全
な取引のために果たすべき責任や、中古住宅の円滑な流通に向
けた関係者との連携などの役割が大きくなっていることを受け実現
したものです。
　主な改正内容を具体的に見ていきましょう。最大の変更点は
「宅地建物取引主任者」から「宅地建物取引士」への名称変
更（第2条第4号）です。次に、宅地建物取引士の業務処理の原
則（第15条）の改正です。これは、宅地建物取引の専門家として、
購入者など取引相手の利益の保護や宅地建物の円滑な流通の
ために「公正かつ誠実に」業務を行うとともに、宅地建物取引業に
関連する業務従事者と密接に連携するよう努めることを定めたもの
です。
　信用失墜行為の禁止（15条の2）も新たに加えられました。宅建
取引士は、専門的知識をもって重要事項の説明を行う責任があ
り、取引相手だけでなく社会からも信頼されているので、信用・品
位を貶めるような行為は禁止されるというものです。いままで以上に、
高い職業倫理が求められているのです。こうした高い職業倫理や
信頼を得るためには、知識及び能力の維持向上（第15条の3）が

必要不可欠です。常に最新の法令や関連情報などを把握し、専
門家としての能力を磨いていなければいけません。
　これに加え、宅地建物取引業者による従業者の教育（第31条
の2）や暴力団員等であることを免許や登録に係る欠格事由とする
こと（第5条第1項等）の規定も追加されました。
法定講習も時間や受講料が変更に
　今回の改正に伴い、法定講習の実施要項を定めた告示も一
部改正されました。宅地建物取引士にふさわしい資質を維持・向
上させるため、新たな講習科目として「宅地建物取引士の使命と
役割」を設けたほか、講習テキストについても、取引士の役割や社
会的責任、コンプライアンスなどについて内容を拡充しました。講
習時間も「おおむね5時間」から「おおむね6時間」に1時間の増
加。こうした時間延長や資料の追加により、受講料も1,000円の増
額となります。
　取引者証への切替はどうなるのでしょうか。有効期限が平成27
年4月1日以降の「宅地建物取引主任者証」については、次回更
新まで有効です。更新前に「宅地建物取引士証」へ変更する場
合は、切替交付申請を行うことも可能です。手続きの詳細について
は、各行政機関にご確認ください。なお、切替交付は、法律上必
ずしも必要な手続きではありせんのでご注意ください。

宅 建 業 法 改 正 の ポ イ ン ト

宅地建物取引業法の一部を改正する法律の施行等について（全日総本部HP）
http://www.zennichi.or.jp/fudousan_kanren/fudousan_kanren_detail.php?id=20141010-1

法定講習の実施要領の一部を改正する告示の施行について（全日総本部HP）
http://www.zennichi.or.jp/fudousan_kanren/fudousan_kanren_detail.php?id=20141028-1
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時間 午後2時~4時
会場 全日本不動産関東流通センター　研修会議室
 東京都千代田区平河町1-8-13全日東京会館7F
 TEL:03-3263-4484　FAX:03-3234-3420
対象 当センター会員でZeNNETシステムに加入済みの方
 （ZeNNETシステム未加入で説明会前日までに加入申し込みが済んでいな 
  い方は受講できない場合があります）

 パソコン操作が初心者の方　（ワードで文章入力ができる程度）

内容 システムの概要説明、入力の練習・操作説明など

◆東京都本部
〒102-0093　千代田区平河町1-8-13  全日東京会館

 03-3261-1010　FAX:03-3261-6609
http://tokyo.zennichi.or.jp/

◆神奈川県本部
〒220-0004　横浜市西区北幸1-11-15  横浜STビル6階

 045-324-2001　FAX:045-324-2006
http://kanagawa.zennichi.or.jp/

◆埼玉県本部
〒330-0063　さいたま市浦和区高砂3-10-4 全日埼玉会館

 048-866-5225　FAX:048-866-5181
http://saitama.zennichi.or.jp/

◆千葉県本部
〒260-0855　千葉市中央区市場町4-6　全日千葉会館

 043-202-7511　FAX:043-202-7512
http://chiba.zennichi.or.jp/

開催日程

※お申し込みは先着順に承りますが申し込み多数の場合、誠に申し訳ありませんが日程調整及び参加をご遠
慮いただく場合もありますのでご了承ください。また、当日欠席する場合は、必ずご連絡をお願いします。

倫理紛争委員会からのお知らせ

宅地建物取引業法では成約した物件を

成約報告することが
義務付けられています。

レインズに登録した物件が売れた!決まった!（　　　  ）皆様、レインズに登録して
成約した物件を

誤って削除していませんでしたか?

レインズへ必ず成約登録を!

成約になった時は、“成約登録”を!

「宅地建物取引業法第34条の2第7項」（抜粋）

前項の宅地建物取引業者は、第5項の規定による登
録に係る宅地又は建物の売買又は交換の契約が成
立したときは、国土交通省令で定めるところによ
り、遅滞なく、その旨を当該登録に係る指定流通機
構に通知しなければならない。 成約情報は、皆様の共有財産です!

成約情報はレインズIP型の物件検索コーナーから検索することができます。

取引事例として適正価格の把握、価格査定などに活用しましょう!

各都県本部事務所 ◆群馬県本部
〒371-0843　前橋市新前橋町19-2　全日群馬会館

 027-255-6280　FAX:027-255-6281
http://gunma.zennichi.or.jp/

◆新潟県本部
〒950-0961　新潟県新潟市中央区東出来島7-15

 025-385-7719　FAX:025-385-7785
http://niigata.zennichi.or.jp/

◆茨城県本部
〒310-0852　水戸市笠原町978-25　茨城県開発公社ビル4F

 029-244-2417　FAX:029-244-2418
http://ibaraki.zennichi.or.jp/

◆栃木県本部
〒320-0806　宇都宮市中央1-5-11　セントラルビル3・4F

 028-666-4554　FAX:028-666-4553
http://tochigi.zennichi.or.jp/

◆山梨県本部
〒400-0047　甲府市徳行3-13-25　岩下ビル2F

 055-223-2103　FAX:055-223-2104
http://yamanashi.zennichi.or.jp/

全日本不動産関東流通センター  03-3263-4484　FAX:03-3234-3420
http://www.zennichi.net   Eメール：kantou@zennichi.net

皆様の
ご意見、ご質問は

ふ
れ
あ
い　

定員 10名（申込先着分）
受講料 無料です。

ＺｅＮＮＥＴ  利用説明会
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参加希望の方は、開催日・商号・電話番号・FAX番号・所在地・
参加者名をご記入の上、FAX送信をお願いします。
（FAX:03-3234-3420）申込用紙の形式は自由です。
また、下記Webサイトでも受け付けを行っています。
http://www.zennichi.net
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